
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成15年11月17日
担当部・課：自然部 森林環境協力課

案件名

ベトナム北部荒廃流域天然林回復計画
（Rehabilitation of Natural Forest in Degraded Watershed Area in the North of Viet Nam）

実施予定期間

2003年10月～2008年9月（5年間）

I. プロジェクト要請の背景

ベトナムの森林は戦争の影響、人口増加と移住に伴う森林資源及び農地需要の拡大、無秩序な開発な
どにより、1943年には43％だった森林率が1995年には28％となり、減少の一途を辿った。このよ
うな現状を踏まえ、ベトナム政府は森林セクターの長期的政策として「森林開発戦略2001-2010」
を策定し、優先プログラムの一つとして「500万ha国家造林計画（661プログラム）；以下、661プ
ログラム」を展開している。同プログラムは、生産林300万ha、保護林・特別利用林200万ha、計
500万haを2010年までに回復することを目標としているものである。

661プログラムを実施する上で、天然林の回復を行うことは必要不可欠であるが、森林の質が低い、
郷土樹種の活用が少ない、既存の造林技術・手法が散在しており確立されていない、実際に技術の使
い手となる農民や普及員などにとって技術的にも経済的にも導入可能な技術となっていないことなど
が問題として挙げられている。

ベトナムでは自国組織および国際機関などからの支援により天然林回復に関する研究やプロジェクト
が多数実施されているが、これら活動から得られた情報や知見・教訓などは地方レベルの森林管理実
施者が参照・活用しやすい形に整理・分析されていない。そのため、ベトナム全体として技術・手法
の蓄積がされておらず、情報を収集・発信する効果的かつ効率的なシステムの構築が必要とされてい
る。

また、現在ベトナムにおける造林活動は主としてユーカリやアカシアといった外来早生樹が使用され
ており、郷土樹種の幅広い活用が求められている。しかし、郷土樹種に関しては情報の未整備に加
え、種苗の生産技術の不備などが郷土樹種の活用を難しくしている状態である。造林に加え、補助植
栽や天然更新などの有用樹の成長を促し、森林の経済的価値を高める方法も重要であるが、更新技術
や樹種の特定などの適正な技術が確立されていないため、661プログラムにおいては造林と比べて活
動規模が小さいのが現状である。

さらに、ベトナムにおいては大部分の林地が農民、流域管理委員会（主に特別利用林と保護林）、林
業公社（主に生産林）などに分与されており、現場で実際に森林管理を担っている。流域管理委員会
や林業公社との契約という形で森林管理に携わる農民も多い。農民や森林技術者にとって、容易に利
用できる実践的な技術であるとともに、安価で導入・維持管理が可能で経済的に見合う技術が必要と
されている。特に農民にとっては、森林施業活動に持続的に従事するために森林からの妥当な経済的
便益を得られる、農民の生活負荷が軽減される（例：アグロフォレストリー等、農地保全活動による
傾斜移動耕作の回避）などのインセンティブも与えられるような仕組み・手法を開発することも重要
である。

このような背景から、ベトナム国政府より、既存技術の整理・分析、造林技術の研究及び農地におけ
るその技術適用試験を通じた天然林回復のための適正かつ経済的な技術を特定し、661プログラムの
実施を促進するために、2000年に我が国に対して技術協力の要請がなされた。

II. 相手国実施機関



監督機関：

農業農村開発省林業開発局（Department of Forestry Department (DFD), Ministry of
Agriculture and Rural Development (MARD)）

実施機関：

森林科学研究所南部支所（Forest Science Sub-Institute of Vietnam：FSSV）
ホアビン省林業開発支局（Forest Development Sub-department (Sub-DFD), Department of
Agriculture and Rural Development (DARD), Hoa-Binh Province

III. プロジェクトの概要および達成目標

1. 達成目標

（1）プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

［目標］林業公社、流域管理委員会、農業・林業普及関連部局が活用することができる、天然林回復
の適正かつ経済的な技術体系が整備される。

※技術体系：造林や補助植栽・天然林更新の技術・手法、森林管理者に森林施業活動に対するインセ
ンティブを与えられるような仕組み・手法等を、さまざまな条件下によりパッケージとしてとりまと
められたものを指す。

［指標］

1）2008年までに、研究開発活動および農家と共同で実施する技術的用試験から得られる知見に基づ
いて、661プログラムの適用技術とその実施手順について提言が提出される。

2）2008年までに、現場の森林技術者や農民を対象とした、天然林回復技術に関する実践的なマニュ
アルが作成される。

3）林業公社や流域管理委員会の技術者及び農業・林業普及関連部局の普及員X名が、技術セミナーを
通して新しい技術を習得する。

（注：目標人数は、プロジェクト開始時に決定）

（2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

［目標］プロジェクトが整備した天然林回復のための技術体系が、政策決定者及び利用者（林業公
社、流域管理委員会、農業・林業普及関連部局、農民）によって活用される。

［指標］

1）プロジェクトが研究開発及び農家を対象にした技術適用試験に基づいてまとめた提言が、661プ
ログラムに適用することを目的として、2009年までにMARD/DFDによって検討（レビュー）され
る。

2）2010年までに、開発された技術が適用されている森林回復事業実施対象地の面積が、20コ
ミューンにおいてXヘクタールに達する。

3）2010年までに、プロジェクトによって開発された技術を導入している農家が20コミューンにお
いてX人に達する。

（注：目標人数及び面積は、プロジェクト開始時に決定）

2. 成果（アウトプット）と主な活動

成果1：流域における天然林更新、土壌保全、傾斜地移動耕作（Upland Farming）、林業関連政策、
住民参加などに係る技術、他プロジェクトの成果、マニュアル、経験実績などに関する情報が参照可
能な形に取りまとめられる。

（1）関連資料を収集し、分析する。



（2）成功事例や参考にすべき事例を視察する。

（3）天然更新の試験・研究や農家を対象にした技術適用試験（On-Farm-Trial）で活用できる有用樹
種及びその導入手法を特定する。

（4）既存の情報をもとに農民を対象とした実践的な技術小冊子（リーフレット）を作成し、他プロ
ジェクトなどと情報を共有する。

（5）収集した情報を取りまとめ、ウェブサイトを立ち上げる。

成果2：天然林回復、郷土樹種苗木生産、農地保全活動の分野で、現場で活用可能な技術が、研究な
らびに農家を対象にした技術適用試験（On-Farm-Trial）を通して開発される。

（1）既存の技術の導入・実証を行うための展示林及び農家を対象にした技術適用試験地を設立す
る。

（2）天然林回復技術及び農地保全技術について、研究及び農家を対象にした技術適用試験（On-
Farm-Trial）の計画を立案する。

（3）郷土樹種の苗木生産に関する研究・分析を行う。

（4）天然林回復技術に関する研究・分析を行う。

（5）農家を対象とした、天然林回復技術及び農地保全技術の技術適用試験（On-Farm-Trial）とその
分析を行う。

（6）プロジェクトの成果を関連機関と共有する。

成果3：プロジェクトの実施管理、研究並びに農家を対象にした技術適用試験（On-Farm-Trial）のモ
ニタリング・評価システムが構築され、実施される。

（1）成果1とベースライン調査の結果に基づき活動計画（PO）、及びPDMのプロジェクト目標・成
果の指標を精査する。

（2）プロジェクト全体の実施管理、及び研究計画、技術適用試験（On-Farm-Trial）についてモニタ
リング・評価を実施する。

※成果3は、本プロジェクトの全体的な運営のモニタリングと技術的活動の中身のモニタリングも目
的としている。モニタリング・評価の結果や提言は、プロジェクト活動にフィードバックされ、研
究・試験計画や技術適用試験の手法などの改善に導く役割を持たせる。

3. 投入（インプット）

（1）日本側

1. 長期専門家：3名（チーフアドバイザー／天然林回復、造林技術開発、参加型森林管理／業務調
整）

2. 短期専門家：下記の分野を想定。
試験計画、森林土壌、社会経済調査、育苗・苗畑試験、病虫害対策、非木材林産物、アグロフォ
レストリー／農業、モニタリング評価、その他必要な分野

3. 日本及び第3国での研修員受け入れ
4. 資機材・設備供与
5. 試験林、展示林の設置に必要なローカルコスト

総額約5億円

（2）相手国側

1. 人員：プロジェクトディレクター、プロジェクトコーディネーター、研究マネージャー、研究部
門コーディネーター、ホアビン省マネージャー、ホアビン省コーディネーター 等

2. 事務所、設備、資機材: DFD、FSIV及びホアビン省Sub-DFD内の事務室（事務所）、機材保管お
よび設置のためのスペース、電気、電話回線、水道設備などの提供。



3. プロジェクト活動費

4. 実施体制

（1）事業実施単位：

FSIV：研究・技術開発活動を担当（研究ユニット）
ホアビン省林業開発局（Sub-DFD）：農家を対象とした技術適用試験を担当
（オン・ファーム・トライアル・ユニット（OFTU））

（2）プロジェクト運営管理：

プロジェクト管理ユニット：越側プロジェクト・ディレクター及びコーディネーター、JICAチー
フアドバイザイーが中核（Project Management Unit: PMU）。

（3）全体計画の監督機関：

プロジェクト運営委員会（農業農村開発省（MARD）林業開発局（DFD））

（4）技術分野の監督機関：

技術タスクフォース：越側研究マネージャーとJICAチーフアドバイザーの指揮の下、作業部会を
設置。研究開発の技術面においてPMUをサポート。

IV. 評価結果（実施決定理由）

1. 妥当性

本プロジェクトは、適性かつ経済的な天然林回復の技術体系が整備されることによって、現在のベト
ナム国森林政策の基調である森林保全・回復という政策的方向性や、同森林セクターの最重要課題で
ある500万ヘクタール国家造林計画（661プログラム）の技術指針改善につながることを目標として
おり、ベトナム国の政策とも合致している。

また、実際に委託され森林管理を担う農民、流域管理委員会、林業公社等をターゲットグループとす
ることは適正であり、さらに農地保全活動による傾斜移動耕作の回避等、農民の生活負荷が軽減され
る活動は、現場のニーズとも合致している。

プロジェクト対象地は、首都ハノイも含めた周辺地域への電力、飲料水や農業用水等を供給するホア
ビン省ホアビンダム湖の上流域であり、当該ダム上流域の保全はベトナム政府の重要課題にもされて
いるため、同地域での実施は森林保全とともに流域保全にもつながり、適切である。

我が国側としては、対ベトナム国別援助計画において環境セクターを援助対象セクターとして掲げて
いるとともに、JICA国別事業実施計画上において、環境セクターのうち特に「森林の保全・回復」を
重点サブセクターとして位置づけていることから、我が国及びJICAの対ベトナムへの重点的な援助政
策・課題との整合性がある。したがって、本プロジェクト実施の妥当性は高い。

2. 有効性

プロジェクト目標は、「林業公社、流域管理委員会、農業・林業普及関連部局が活用することができ
る、天然林回復の適正かつ経済的な技術体系が整備される」としている。これは、実際に技術の利用
者に対して容易に利用できる技術を開発することに重点を置いており、研究開発活動、農家と共同で
実施する技術適用試験（オン・ファーム・トライアル）から得られる知見に基づき、現場の森林技術
者や農民を対象とした天然林回復技術に関する実践的なマニュアルが作成され、技術者や農民への技
術普及を担う普及員等が活動・セミナーなどを通じて技術が習得されることにより、達成可能と見込
まれる。

そのために、成果1及び2において天然林回復に関する既存技術情報が整理・分析され発信できる状態
になること、研究及び技術適用試験を通じて天然林回復、郷土樹種苗木生産、農地保全活動分野にお
いて活用可能な技術、そして森林管理者に森林施業活動のインセンティブを与えられるような仕組



み・手法を開発し、最終的に利用が容易になるよう取りまとめられることが投入として盛り込まれて
いる。農地保全活動を本プロジェクトの枠組みの中に取り入れているのは、開発される技術が造林に
関するものに留まる場合、実際に森林管理を担う農民にとっては現実的な開発にはならないとの観点
からである。多くの農民は、傾斜移動耕作により林地、もしくは林地へと変遷が可能な「未利用地」
に入り込み焼畑等を行うことがあり、林地のみならず農民にとっても大きな負担となっている。本事
前評価調査においてもこの問題に対して取り組むことは造林技術同様に重要であることが明らかと
なっており、土壌保全技術やアグロフォレストリーといった活動も技術適用試験の一部として盛り込
むことにより、相乗効果として実践的な技術開発となることが期待できる。

成果3として、本プロジェクトの全体的な運営及び技術的活動領域のモニタリングを目的として「モ
ニタリング・評価システムの構築・実施」が成果の一つとして含まれている。この活動は、プロジェ
クトの活動計画や指標の検証を行うことによって、プロジェクト活動がより現状に見合った現実的か
つ妥当性のあるものに改善されること、また、モニタリング結果や提言をプロジェクト活動にフィー
ドバックさせ、研究・試験計画や技術適用試験の手法などの改善に導く役割を持たせており、プロ
ジェクト目標が円滑・確実に達成されるために欠かせない内容となっている。

従って、これら成果を盛り込むことにより、目標とされる適正かつ経済的な技術体系整備の達成を目
指した有効性の高い計画となるよう配慮している。

3. 効率性

本プロジェクトの対象地域であるホアビン省ホアビンダム湖上流域はハノイからアクセスが良く、効
率的な活動が可能であるとともに、成果2の活動の一部である展示林設置は、森林関係者に対してプ
ロジェクト成果の高い展示効果が期待される。さらに、1. 妥当性にも記載されているとおり、ホアビ
ンダム上流域の森林回復はベトナム政府の重要課題となっているため、先方によるローカルコストの
負担等、活動に関する積極的な支援が見込まれる。本プロジェクトでは研究開発のためにFSIVのホア
ビン省環境・保護林研究ステーションが保有する森林を試験林地として活用するが、ダム湖上流域内
にあり、活動の実施の観点からも利点がある。また、このダム湖上流域は自然環境と社会経済条件が
多彩であるため、プロジェクトは多様な条件下で利用可能な技術の開発に効率的に取り組むことがで
き、開発された技術はベトナム全国の様々な特徴を持った森林に展開が容易と見込まれる。したがっ
て、本プロジェクトは効率的な活動が展開可能になるよう配慮されていると判断できる。

4. インパクト

本プロジェクトで開発される技術体系は、ベトナム国の政策上優先プログラムである661プログラム
で適用されることを目標としたものである。プロジェクト実施段階から同プログラムでの適用はベト
ナム側においても常に念頭に置かれるものであり、定期的に開催されるプロジェクト運営委員会（政
策決定権を持つMARDも含む）ではプロジェクト活動内容、成果及びその活用について検討される。
また、本プロジェクトは開発した技術を普段森林管理活動に携わる農民や森林技術者、地方レベルの
農業・林業普及関連部局などに目に見える形で紹介できるよう、アクセスの良い場所に展示林を設置
することとしている。その他、さまざまな広報ツールによっても収集・整理された技術の情報が提供
可能となり、技術利用者がそれぞれの現場において円滑に適用できるよう配慮されている。したがっ
て、本プロジェクトで開発される技術は政策レベル及び実施レベルにおいてインパクトを及ぼすもの
であり、上位目標である「プロジェクトが整備した天然林回復のための技術体系が、政策決定者お呼
び利用者（林業公社、流域管理委員会、農業・林業普及関連部局、農民）」について達成可能と見込
まれる。

付随的なインパクトとしては、開発された技術がホアビンダム流域において適用されることにより、
中長期的には流域周辺の自然環境保全に貢献することとなり、森林の水源涵養機能や山地災害防止機
能などが向上し、周辺地域への生活用水、農業用水、電力の確保等に寄与する。さらに、農民が開発
技術を適用することにより新たな収入源が得られ、生活向上にも貢献されるといったインパクトも想
定される。

5. 自立発展性

661プログラム実施においては全国の農民に対して補助金が支給されている。そのため、本プロジェ



クトで開発される技術も661プログラムで適用されることによって補助金の対象となり、農民にとっ
て技術的にも経済的にも適用可能なものになると見込まれる。ベトナム政府は森林再生を重要課題と
して捉えていることから、森林再生に関連する政府のプログラムへの国家予算の配分は今後も維持さ
れることが期待される。ただし、林業普及部門の財政状態如何によっては、本プロジェクト終了時移
行の便益の波及規模に影響を及ぼす可能性もあるだろう。

また、技術の適用・普及を担うであろう実施機関の組織能力について、FSIVは「メコンデルタ酸性硫
酸塩土壌造林技術開発計画」における経験から、技術開発の実施能力の高さが実証されている。これ
に対し、省レベルでは開発された技術の適用や事業の実施を担う組織的な能力は比較的弱いが、本プ
ロジェクトはホアビン省DFDが研究機関やJICA専門家と共に活動を実施する技術適用試験に重点を置
いて計画されており、DFD、流域管理委員会、林業公社の職員や普及員等の技術的能力強化について
も支援することとしている。

したがって、本プロジェクト終了後の技術適用にかかる自立発展の可能性は高いと判断される。

V. 外部要因リスク（外部条件）

661プログラムに関する計画や制度が著しく変更されないこと。
プロジェクト実施期間中に深刻な自然災害（豪雨や森林火災など）が発生しないこと。
プロジェクト実施期間中に過度のインフレが起こらないこと。

VI. 今後の評価計画（中間評価・終了時評価の実施時期）

評価のタイミング

中間評価（2006年3～4月頃）、および終了時評価（2008年5～6月頃）を実施予定。


